




















論文は結論の主主を含めて 5章より成る。まず，第 l章序論では研究の背景. 目的および既往の研究との
関係における本研究の位指.づけについて述べている。
第2草ーでは，兵庫県出'部地震発生直後から衷杭に至るまでの避難生活空間の把握と，震災直後から時系
列的な生活環境変化。〉巾で生じた諸問題および被災者の意識の変化などを主として居住空間に着目しなが
ら明らかにしている。具体的には.まず被災者の避難牛.活を避難所生活期，応急仮設住宅期， 災害復興賃
貸作宅期を大枠とする 5つのステージに区分できることを明らかにした。つぎに.被災者に対する各ステー
ジにおけるアンケート調斉結黒から，間住空間や避難生活において必要とした援助や問題点の杷握を行い.
時間の経過と地域性の差に閥わる対応の違いの必要性を見1¥している。
第3章では，被害が甚大であった神戸市東灘区および淡路島北淡町の一部で行った被害の実態調資結果
に基づ‘いて，木造家原の被害度と家出属性の関係などを検討している。その結果.従来指摘されていた犀.
根葺き材や建物用途などの家屋属性よりも，構造部材における蟻需・腐朽が断面欠損につながり，被害に
大きく関与していたことが明らかになったc
第4窄では，兵庫県南部地麗の先生前後における，住宅の構造安令悦などに関わる施工者と病性者の怠
識変化について検討している。すなわち，まず工務)~iの在来軸細木造住，宅の耐久性・耐震性に対する意識
と施工実態について全同調査を行い，その地域性や麗災前後の意識変化および災害に対する構造的対応に
ついて考察を加えているu さらに.全国の戸建住宅居住者を対象として，それぞれの現在の住まいの状況，
管理および‘兵l草県南部地震以後の件j七に対する窓議変化などを明らかにし，地域の災害履原などによる住
宅の耐久性や耐震性能に関する居住吉意識の地域差を検討した。
最後の第5常では，本研究で得られた結果をまとめて結論としている。
論文審査の結果の要旨
1995年1月17日に発牛ーした兵庫県南部地麗は， 20↑什紀におけるわが国の地震災古としては1923年関*大
混災につぐ大きな被害を牛.じさぜたじこれまでの円本の地震防災は一・般に，関東大震災規岐に耐えること
-:3t1 -
を同様としてなされ，様々な具体策が講じられてきた。しかしながら，わが|司の地震対策は兵庫県南部地
震により大きな転換を余儀なくされたυ すなわち.建築基準法を例に挙げれば， 1998年の改正において
「性能規定」が取り人れられ，人命に関わるような構造性能についても発注者と設計者の合意に基づく性能
評価が必要になってきた。このような流れの中で，建築の現場実務.者，あるいは住宅の発注省である居住
者が，兵庫県南部地震の被害をどのように従え，具体的な対策として何を必要と考えているかなどを明ら
かにしておくことは， I性能機能」の実効を得るために重要な事柄と考えられる。
上記のような背畏から，本研究ではまず兵l卓県南部地震による被災者の生活復興の過梓ーにおける作空間
に関する問題点、の把握を主眼として，この地震による被害の全体像を整理した。結果として得られた避難
生活の5つのステージ区分は， これまでの地震防災研究lこない新しい視点である。
また.とくに件.宅に関わる問題としては，被災者が震災後の住宅復興に意識をloJけ始めるのが避難所生
活・安定期以降であり，避難所生活・安定期，応急仮設住宅期にはそれぞれつぎの段附での休まいに関す
る情報を求め，その度合いも時間経過とともに高まることを明らかにした。また，被災前の住宅所有形式
の持家・借家別では，その割合が若半ながら借家層が持家層を上凶り，借家層のh・が公的な賃貸住宅に対
する要求度が強いことが明らかになった。さらに.住宅の再建については，名ステージを通じて借家層よ
りも持家層の方が高い関心をもっ傾向にあったが，災害復興賃貸住宅入居後には意欲が薄らいできており，
対応の難しさをうかがわせている。
兵庫県南部地震の被災地における被害実態調査結果に基づく検討では，木造住宅の被害に対する蟻害と
腐桁の影響が顕著であったことを明らかにした。この結果は，木質系住宅の地震時安全性を考える場合.
施工と管理の質が権造安全性に関わる重要な要素ーとなることを新たに見出したものとして詳価される。
つぎに，兵庫県南部地震の発生前後における.{:E:i:iの構造安全性などに関わる施工者と居住者の意識変
化に対する全|吋調査結果では，関*地方以北では木造住宅の強度は地震を対象に設計されているのに対し，
近畿以南の地肢では地袋よりはむしろ台風に対する安全性が強く意識され，地域差が明らかになった。さ
らに，住宅構造種別は災害履曜により差異がみられ，とくに兵庫県南部地震の被災地では木質系と鉄骨系
を合わせたプレハブ系住宅の割合が他地域に比べ相対的に高く，在来軸組の割合は全国で最も低くなった。
また，安全性・耐震性に対する具体策の実施については，被災地と被災地以外との地域孟が顕著であっ
た。すなわち，兵庫県南部地震以後，全国的に地震に対する;意識は高まってはいるが，被災地以外では安
全性に対する点検などの実施率は低いことが明らかとなった。
以上のように，本論文の成果は兵庫県南部地震以後，対応の変化を迫られている戸建住宅の構造安全性
能に関わる要素を考える上において重要な知見を与えたものと評価される。
審査委員会はこうした評価に基づき，本論文を博士(学術)の学仲.を授与するに航するものと認定したの
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